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2019年税法改正案－国際租税

1. 国内未登録特許の使用料に係る国内源泉所得課税体系の見直し

(1) 国内源泉使用料所得のうち、国内未登録特許の使用料に係る課税体系の変更 

（所得税法 §119、法人税法 §93）

□ 改正前

国外で登録された権利（特許権等）が国内の製造・販売等に使用された場合、国内使用とみなされる

（以下「源泉判断の特例規定」）。源泉判断の特例規定により、国内使用とみなされる国外登録の権利

に対する対価は、国内源泉使用料所得にあたることとし、2008年、法人税法が改正された。

上記税法改正にもかかわらず、大法院（日本の最高裁に相当）は、特許は登録された地域でのみ効力

があるという論理（特許権の属地主義）に基づき国内未登録（外国登録）特許に対する使用料は、｢特

許に対する使用料｣であるとはみなし得ないという判決を出し続けてきた。

□ 改正内容

国内未登録特許権等に含まれる製造方法・技術・情報等が国内の製造・生産等に用いられた場合、使

用地を基準とした租税条約（例えば、韓・米租税条約）上、使用料の定義に含まれる｢その他これに類

する財産・権利｣とみなし、その使用料を国内源泉使用料所得に区分する規定を新設。

（※韓・米租税条約第14条第4項は、｢使用料｣に関する定義規定を設けており、同定義に｢--- 特許・意匠・新案・図面 ---- 

その他これに類する権利・知識 ---｣と定めている。）

上記「源泉判断の特例規定」は削除。

□ 改正の効果

今回の税法改正を通じ、これまで韓・米租税条約における国内未登録特許の使用料として支払われて

いた金額を特許使用料ではなく別の使用料所得に分類して国内課税権を確保することができるという

のが政府の見解である。

しかし、韓・米租税条約を改正せずに、国内税法の改正のみで米国居住者が受け取る国内未登録特

許の使用料に課税することが法理的に妥当かどうかについては、今後も争いがあるものと予想される。
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□ 適用時期

2020年1月1日以降に支払われる所得分から適用。

(2) 国内源泉のその他の所得に国外特許権の侵害に対する補償の対価を追加 

（所得税法 §119、§156①、法人税法 §93、§98①）

□ 改正前

国外登録特許の侵害に対する補償の対価の所得区分について、法人税法には特段定めがないが、法

人税法基本通則93-132・・・③は、使用料所得と規定。

□ 改正内容

使用地を基準とした租税条約における締約相手国の居住者が所有する国外登録（国内未登録）特許

権等を侵害して生じた損害に対して国内で支払われる所得（損害賠償金、補償金、和解金、逸失利益

等）は、当該特許権等に含まれる製造方法・技術・情報等が国内の製造・生産等に用いられた場合に

は、当該所得を国内源泉のその他の所得に区分する規定を所得税法及び法人税法に新設。

非居住者（外国法人）の国内源泉のその他の所得に適用される所得税率（法人税率）は一般的には

20％であるが、当該国内源泉のその他の所得に対する源泉徴収税率は15％の特例税率を適用。

□ 改正の効果

今回の税法改正を通じ、韓・米租税条約における国内未登録特許の侵害に対する補償の対価が、使

用料所得ではなくその他の所得となり、国内で課税することのできる法的根拠が設けられた。

しかし、韓・米租税条約を改正せずに国内税法の改正のみで米国居住者が受け取る国内未登録特許

の侵害に対する補償の対価をその他の所得とみなして課税することが法理的に妥当かどうかについて

は争いがあるものと予想される。

□ 適用時期

2020年1月1日以降に支払われる所得分から適用。



2. 国内源泉不動産等の譲渡所得の課税範囲を明確化 

（所得税法 §119、法人税法 §93）

□ 改正前

韓・米両国の課税当局は、1999年の相互協議を通じて租税条約における不動産株式（当該法人の資産総

額に占める不動産の割合が50％以上の非上場株式）の譲渡所得の源泉地を不動産の所在地国とすること

で合意。

大法院も相互協議を尊重して国内の課税権を認めた。

□ 改正内容

韓・米租税条約における｢不動産｣の定義に「不動産株式（当該法人の資産総額に占める不動産の割合が

50％以上の非上場株式）」を含む規定を所得税法及び法人税法に新設。

□ 改正の効果

政府は、当該規定の新設により、従来の課税実務に及ぶ影響はないが、韓・米租税条約における国内不

動産株式の譲渡所得に対する国内課税権をより明確にする効果が生じるとしている。

3. 租税条約の解釈・適用に関する原則の新設（国租法 §3の2 新設）

□ 改正内容

租税条約上の用語及び文言について定義が定められていない場合には、国内税法上の定義又は国内税

法上使用される意味により租税条約を解釈・適用するという原則を国際租税調整に関する法律（以下「国租

法」）に新設。

□ 改正前

OECDモデル租税条約及び韓国が締結した大半の租税条約において、上記改正内容と類似の規定を採

用している。

（※ OECDモデル租税条約第3条第2項:

「2. 一方の締約国によるこの条約の適用に際しては、この条約において定義されていない用語は、文脈により別に解釈すべき場合

又は権限のある当局が第25条の規定に従い異なる意義に合意した場合を除くほか、この条約の適用を受ける租税に関する当該

一方の締約国の法令において当該用語がその適用の時点で有する意義を有するものとする。当該一方の締約国において適用さ

れる租税に関する法令における当該用語の意義は、当該一方の締約国の他の法令における当該用語の意義に優先するものとす

る。」）



□ 改正の効果

租税条約の用語や文言が明確でない場合、国内税法に基づき解釈するのが一般的であるが、新設規定に

よって租税条約の解釈及び適用がより明確になると政府は期待している。

先に説明した税法改正案の「国内源泉使用料所得のうち国内未登録特許の使用料に係る課税体系の変

更」と「国内源泉不動産等の譲渡所得の課税範囲の明確化」は、当該租税条約に明確な定めのない事項

であるため、これらに関し、国内税法上に明確な規定を設けることによって法的な課税根拠を確保すること

ができるというのが政府の見解である。

4. 国際租税制度の合理化

(1) 国際取引の資料提出に関連する過料の強化（国租法 §12）

□ 改正前

国際取引の資料（国際取引明細書、国際取引情報の統合報告書等）を提出しない、又は虚偽の資料

を提出した場合、1回に限り1億ウォン以下の過料を賦課。

□ 改正内容

国際取引資料の未提出又は虚偽の資料の提出に対し、資料が提出・補完されるまで毎30日ごとに繰り

返し過料を賦課し、過料の上限を3億ウォンに引き上げ。

□ 改正の効果

国際取引資料の提出義務違反時における制裁が強化されたことで、国内に進出している外国企業の

負担がこれまでより増加。

□ 適用時期

2020年1月1日以降に開始される課税年度分から適用。

(2) 国際取引資料の未提出時における移転価格の推定課税に関する根拠を新設 

（国租法 §11⑦新設）

□ 改正内容

個別・統合企業報告書及び課税当局が要求する資料の未提出時に課税当局が同種の事業を営む類

似法人等から入手する資料等をもとに合理的に正常価格（日本の独立企業間価格に相当）を推定して

課税することが可能。



□ 改正の効果

納税者が個別・統合企業報告書等の国際取引資料を提出しなかった場合、課税当局が国際取引に対

して恣意的に推定課税を試みる可能性がある。

□ 適用時期

2020年1月1日以降に開始される課税年度分から適用。

(3) 迂回取引に対する立証責任の分配の合理化（国租法 §2条の2④・⑤ 新設）

□ 改正内容

迂回取引（第三者を通じた間接的な方法の取引きであって、二以上の行為又は取引きを経たと認めら

れる取引き。日本の循環取引に相当）により国内の租税負担が大統領令で定める基準（例えば、50％）

以下に減少する場合、納税義務者が正当な事業目的があるなど、租税回避の意図がないことを立証で

きなければ、租税条約及び国租法の特恵を不当に受けるためのものとみなして実質課税を適用。

□ 改正の効果

迂回取引に対して実質課税の原則を適用することのできる具体的な基準が定められることにより、非居

住者・外国法人が源泉税等の国内税を回避する（又は減少させる）迂回取引を行った場合、租税回避

の意図がないことを立証できなければ、課税当局が実質課税の原則に従い迂回取引を否認する課税

を試みる可能性が高い。

□ 適用時期

2020年1月1日以降に開始される課税年度分から適用。

(4) 源泉徴収対象である外国法人等の更正請求権の一元化（国基法§45の2、 

所得税法§156の2、§156の4、§156の6、法人税法§98の4、§98の5、§98の6）

□ 改正前

一般税額の過誤納や後発的な事由の発生による更正請求は、国税基本法（以下「国基法」）における

更正請求手続に従い行われ、租税条約上の非課税・免除の不適用又は制限税率の不適用による更正

請求は、所得税法・法人税法上の更正請求手続に従い行われた。

一方、所得税法・法人税法上の更正請求には、請求権者の資料提出義務、課税官庁の補完要求権等

が規定され、請求権者に立証責任が明示的に付与されていた。

□ 改正内容

非居住者・外国法人の更正請求をすべて所得税法・法人税法上の更正請求手続に一元化。



□ 改正の効果

非居住者・外国法人の更正請求手続一元化にはメリットがあるものの、更正請求権者側の立証責任の

負担が増大し、課税官庁側の立証責任の負担は緩和される効果が生じる。

□ 適用時期

2020年1月1日以降に支払われる所得分から適用。

5. 国際取引関連の重複資料提出の整備（国租法 §11①、国租令 §7①）

□ 改正前

所得税・法人税の申告の際、国際取引に関しては国際取引明細書、正常価格算定方法申告書、個別・統

合企業報告書を提出しなければならない。

□ 改正内容

個別・統合企業報告書を提出する企業は、国際取引明細書、正常価格算定方法申告書の提出を免除。

□ 改正の効果

国際取引関連の類似・重複する提出資料を整備し、不必要な納税協力の負担を緩和。

□ 適用時期

2020年1月1日以降に開始される課税年度分から適用。

6. 相互協議結果の履行力の強化（国租法 §27④削除、国租令 §41の3新設）

□ 改正前

相互協議終結後に相反する裁判所の確定判決が出た場合、相互協議は無効。

□ 改正内容

裁判所の確定判決がある場合の相互協議無効規定を廃止。

また、相互協議終結前に納税者が相互協議結果に対して意見を提出することのできる意見提出手続を新

設。



□ 改正の効果

今回の税法改正により、裁判所の確定判決がある事案についても、形式的には納税者が相互協議手続を

行える余地が確保されたが、実効性はないものと判断される。

一方、裁判所の確定判決と相互協議結果が互いに異なる場合、どちらの結果に優先的効力があるかにつ

いての明確な規定がなく、不確実性の増大が懸念される。

□ 適用時期

2020年1月1日以降に相互協議の開始される分から適用。

7. 実所有者情報の収集及び交換の根拠を明示（国租法 §31）

□ 改正前

権限ある当局は租税情報を獲得して締約相手国と交換可能。

□ 改正内容

課税当局が相手国に情報を要請した場合、租税情報に納税義務者の実所有者を含めて要請できるように

し、韓国の納税義務者に対しても租税情報交換のために実所有者の情報を要求できるようにする法的根

拠を明示。

□ 改正の効果

租税情報の収集・交換の範囲が拡大され、ファンド、信託、パートナーシップ等の実所有者情報が国際的

に交換され、国際投資の透明性が高まると予想されている。

□ 適用時期

2020年1月1日以降に情報を要求する分から適用。

8. 租税情報交換のための情報要請に応じない場合の過料の引き上げ 

（国租法 §31の4①）

□ 改正前

租税情報交換のための情報要請に応じない場合、2千万ウォン以下の過料を賦課。

□ 改正内容

過料を3千万ウォンに引き上げ。



□ 改正の効果

租税情報提出の履行の強化が予想される。

□ 適用時期

2020年1月1日以降の情報要請に応じなかった分から適用。

9. 金融会社・取引相手の自動情報交換義務の履行の確保

(1) 情報を提供しない非居住者に対する取引拒絶等の規定（国租法 §31⑪）

□ 改正内容

非居住者等の金融取引相手が情報提供義務に違反して金融会社が金融情報の獲得及び納税者番

号等の個人情報を確認することがきない場合、金融会社は当該金融取引相手との口座開設を拒絶す

ることが可能。

□ 改正の効果

国内金融機関と取引きするためには租税情報を提供しなければならないため、域外脱税の防止効果

があるとみられる。

□ 適用時期

2020年1月1日以降に発生する情報提供義務分から適用。

(2) 課税当局の金融会社に対する質問・検査権の規定（国租法 §31の2）

□ 改正内容

金融会社が国同士の定期的な金融情報交換のために提出した金融情報に関する質問・検査権を課税

当局に付与。

□ 改正の効果

非居住者の取引相手等に関する金融情報提供義務を負う金融会社の義務履行の実効性確保が期待

される。

情報を適切に提供しない外国の金融会社に対して制裁を加える国（例：米国）への対応手段としての効

果が期待される。

□ 適用時期

2020年1月1日以降に発生する情報提供義務分から適用。



10. 外国投資企業の地方税減免規定の地方税特例制限法への移管等 

（租税特例制限法 §121の2）

□ 改正内容

租税特例制限法における外国人投資に対する国税関連規定が廃止されることにより、地方税減免関連規

定を地方税特例制限法に移管し、減免決定時には行政安全部の長官と協議する手続が加えられた。

□ 適用時期

2020年1月1日以降の租税減免申請分から適用。
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